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一般競争入札の実施（令和８年６月２６日公告）に基づく入札等については、関

係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 入札に付する事項 

（１）件名等及び予定数量 

   ＩＣ対応型多機能インターホン部分更新 

（２）特質等 

   入札説明書及び仕様書（以下「入札説明書等」という。）のとおり 

（３）納入期限 

   令和９年３月３１日 

（４）納入場所 

   高速鉄道烏丸線 四条駅、京都駅 

（５）予定価格 

   金１３４，４６０，０００円 

（上記金額に、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を含まな

い。） 

 

２ 入札参加資格に関する事項 

  入札公告文に記載のとおり 

 

３ 公告及び入札説明書等の交付 

公告の日から令和８年７月１０日まで、下記のウェブページに掲載するととも

に、下記の場所においても無償で交付する。また、下記の場所における無償配布

の交付時間は、京都市の休日を定める条例に規定する本市の休日（以下「休日」

という。）を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとす

る。 

〒６１６－８１０４ 

京都市右京区太秦下刑部町１２番地 サンサ右京５階 

京都市交通局企画総務部企画総務課契約担当 

電話 ０７５－８６３－５０９５ ＦＡＸ ０７５－８６３－５０９９ 

ＨＰ：https://www.city.kyoto.lg.jp/kotsu/page/0000006512.html 

Mail：mailto:kotsu-zaimu@city.kyoto.lg.jp 

 

４ 入札方法等 

  入札公告文に記載のとおり 

 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kotsu/page/0000006512.html
mailto:kotsu-zaimu@city.kyoto.lg.jp
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５ 事前確認資格の確認の手続 

（１）入札に参加しようとする者は、下記イの表の第１欄に掲げる入札方法による

区分に応じ、それぞれ第２欄に掲げる提出方法により、それぞれ第３欄に掲げ

る受付期間内において、下記アに掲げる書類を提出しなければならない。 

   なお、指定する期間内に必要な書類を提出しない者又は事前確認資格がない

と認められた者は、本件入札に参加することができない。 

ア 提出書類 

（ア）一般競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。） 

（イ）申請書の添付書類 

   入札公告２（１）エ、オに示す条件を満たすことを証明する書類等（写

し可）を添付すること。 

（ウ）返信用封筒 

   端末機利用者及び郵便利用者のうち、一般競争入札参加資格確認通知書

の郵送を希望する者のみ必要とし、表に返信先を記載し、簡易書留料金分

を加えた料金分の切手を貼付すること。 

イ 提出方法等 

第１ 第２ 第３ 

インターネット 

利用者 

京都市電子入札システ

ムにおいて必要事項を

入力し、５（１）アに掲

げる書類を添付し、送信

すること。 

公告の日から令和８年７月

１０日までの午前９時から

午後５時まで（休日を除く。） 

端末機利用者 

及び郵便利用者 

３の場所へ持参又は書

留郵便を到着させるこ

と。 

公告の日から令和８年７月

１０日までの午前９時から

正午まで及び午後１時から

午後５時まで（休日を除く。） 

（２）事前確認資格の確認 

   申請書の受領後、事前確認資格の確認を行い、その結果を次の表の左欄に掲

げる入札方法による区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる方法により通知

する。この場合において、資格がないと認めた者に対しては、その理由を付し

て通知する。 

インターネット 

利用者 

令和８年７月２１日以降に、事前確認資格の確認結果を電

子入札システムにより確認するよう電子メールを送信す

る。 
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端末機利用者 

及び郵便利用者 

令和８年７月２１日以降に、一般競争入札参加資格確認通

知書により通知する。 

（３）事前確認資格がないと認めた者に対する理由の説明 

ア 事前確認資格がないと認められた者は、管理者に対し、書面（任意様式）

により、事前確認資格がないと認めた理由の説明を求めることができる。 

イ ５（３）アの規定により理由の説明を求めようとする者は、５（２）の規

定による通知を受けた日から次の表に掲げる提出期限の日時までの間に、書

面（任意様式）を３の場所へ持参し提出しなければならない（受付時間は、

休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までに限

る。）。管理者は、書面の提出があったときは、同表の発送期日の月日までに

書面による回答を発送する。 

提出期限 発送期日 

令和８年７月２７日 午後５時 令和８年８月４日 

 

６ 入札期間及び開札日時等 

（１）インターネット利用者の入札期間 

   令和８年８月１９日、２０日及び２１日 

   午前９時から午後５時まで 

（２）端末機利用者の入札期間 

   令和８年８月１９日、２０日及び２１日 

   午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

   なお、３の場所に設置した入札端末機の利用を希望する者で、入札端末機利

用者カードの交付を受けていない者は、入札期間の最終日の１時間前までに所

定の手続をすること。 

（３）郵便利用者の入札期間 

   令和８年８月２１日午後５時までに、３の場所に必着させること。 

（４）開札日時 

   令和８年８月２４日午前９時から開札する。 

（５）入札を辞退する場合 

   事前確認資格があると認められた者が入札を辞退する場合、インターネット

利用者及び端末機利用者は「辞退」と必ず入力し、送信すること。郵便利用者

は、「辞退届」を６（３）の期間に、書留郵便により３の場所に必着させること。 

   上記の辞退手続を取らない場合は、入札無断欠席として、参加停止等の措置

を行う。 
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７ 落札決定日及び落札者の決定方法 

落札決定日は、令和８年８月２４日とする。 

予定価格の範囲内で入札し、かつ、事後確認資格があると認められた者の中で、

最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

８ 落札決定の通知等 

（１）落札決定の通知 

   落札者に対しては、落札した旨を以下のとおり通知する。 

ア 落札者がインターネット利用者である場合 

  落札結果を電子入札システムで確認するよう、電子メールを送信する。 

イ 落札者が、端末機利用者又は郵便利用者である場合 

  落札決定日に電話により通知する。 

（２）落札者以外の入札参加者に対する通知 

ア インターネット利用者である場合 

  落札結果を電子入札システムにより確認するよう、電子メールを送信する。 

イ 端末機利用者又は郵便利用者である場合 

  落札決定日の翌日から５日（日数の計算に当たっては、休日を除く。次号

において同じ。）以内に請求があった場合に限り、落札結果を口頭により通知

する。ただし、上記期間内に、書面による通知を請求する旨の書面による請

求があった場合には、書面による通知を行う。 

（３）落札者以外の入札参加者に対する書面による理由説明 

   落札者とならなかった者は、落札決定日の翌日から５日以内に、その理由に

ついて説明を求めることができる。回答は、口頭又は書面（請求が書面による

もので書面による通知を請求したものである場合に限る。）により行う。 

（４）入札の執行結果の公表 

   入札の執行結果は、原則として落札決定日の翌開庁日から、３の場所又は 

ウェブページでの入札執行結果表の閲覧により、確認できるようにする。 

（５）落札者が契約を締結しない場合 

   落札者が契約を締結しないときは、契約辞退に該当するため、３か月の参加

停止を行い、さらに当該入札金額の１００分の５に相当する額を違約金として

徴収する。 

 

９ 入札の無効 

（１）規程第７条の２各号（第３号及び第１３号を除く。）に定めるもののほか、申

請書その他の提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札は、無効とする。ま
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た、郵便利用者においては、入札書に鉛筆、シャープペンシル、消せるボール

ペンその他の訂正の容易な筆記具により記入した場合についても無効とする。 

（２）この入札において、代表者等と同一人である者の双方が入札したことが判明

したときは、当該代表者等及び同一人である者のした入札は、規程第７条の２

第１４号に基づきそれぞれ無効とするとともに、参加停止を行う。 

   また、この入札により落札者を決定した場合において、契約を締結するまで

の間に、落札者となった代表者等が、この入札において入札した他の代表者等

と同一人であったことが判明したときは、契約を締結せず、それぞれについて

参加停止を行う。 

 

10 入札保証金及び契約保証金 

免除 

 

11 契約条項等 

契約書は、京都市交通局標準契約書（製造の請負契約）を使用する。 

 

12 入札及び契約に関する問合せ先 

３に同じ。 

 

13 その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）予定価格８千万円以上の物品等調達の受注者は、ＳＤＧｓをはじめとする持

続可能な社会を構築する取組の重要性を理解し、取組に努めるものとし、契約

後２か月以内にその旨を宣言する文書を提出すること（文書に係る詳細は、京

都市交通局のウェブページ「契約制度に関するお知らせ」を参照）。 


